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資料１ 



 
○ 地域包括ケアシステムをより深化させ、高齢者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ
とができるよう支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減・悪化の防止
といった制度の理念を堅持し、必要なサービスを提供していくと同時に、制度の持続可能性を確保し
ていくことが重要な課題となっている。 

 

○ 今後、75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増
加することが予想される。2025年、さらにはいわゆる「団塊ジュニア世代」が65歳以上となる2040年
に向けて、大都市やその周辺都市、地方都市、中山間地域等、地域によって高齢化の状況及びそれに
伴う介護需要も異なってくることが想定され、地域実情に合わせた地域包括ケアシステムを深化させ
ていくことが必要。 

 

○ また、各市町村が介護保険事業を担う中で、要介護認定率や一人当たり介護費用、施設サービスと
居宅サービスの割合等について、地域差が存在している状況にある。介護保険制度には、保険者間の
差を抑制し適正化を図る仕組み（全国一律の基準による要介護認定、居宅サービスにおける区分支給
限度額等）や、差を必然的に生じさせる要素（高齢化の状況、都市部、山間部といった地理的条件、
独居等の家族構成等の地域の実情が、サービス提供に反映）があり、多角的な地域分析が必要。 

 

○  高齢者の自立した日常生活の支援や、介護予防、要介護状態の改善・悪化防止等に係る市町村や都
道府県の好事例について、保険者のリーダーシップ、地域の状況の実態把握・分析・課題抽出、ノウ
ハウの共有・人材育成、専門職能団体等との連携、介護予防等に関する住民の意識向上といったポイ
ントを踏まえて全国展開していく必要がある。 
 

○  一方で、多くの市町村、都道府県では、必ずしも、介護保険事業（支援）計画のＰＤＣＡサイクル
等が十分な状況とはいえず、ノウハウや人員不足が大きな理由となっている。 
 

 
 

現状・課題 
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（制度見直しの方向性） 
 
○  今後、地域の実態把握・課題分析を通じて、地域における共通の目標を設定し、関係者間で共有す

るとともに、その達成に向けた具体的な計画を作成・実行し、評価と計画の見直しを繰り返し行うこ
とで、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取組として、「地域マネジメント」を推進し、保険
者機能を強化していくことが必要ではないか。 

 
○  高齢者の自立支援と介護の重度化防止といった介護保険の理念の実現と、制度の持続可能性の確保

を両立していくことができるよう、地域マネジメントを推進することにより、「自助・互助・共助・
公助」に基づく地域の介護資源の発掘や基盤整備、多職種連携の促進、効率的なサービスの提供等に
取り組み、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを構築していくことが重要ではないか。 

 
○  この場合、市町村の保険者機能を果たすことはもちろんのこと、国及び都道府県がその役割を発揮

し、市町村を具体的に支援していくことが必要ではないか。 
 
（具体的な見直しに向けた論点） 
 
○ 保険者による地域の実態把握・課題分析のための基盤を整備し、都道府県・市町村の介護保険事業
計画の作成、実施及び評価、並びに国民の介護保険事業の運営に関する実情の把握に資するため、①
市町村による国に対する介護給付費や要介護認定等に関するデータの提出を法律上位置づけるととも
に、②国は、市町村から提供されるデータを集計・分析し、地域包括ケア「見える化」システムを通
じて、各都道府県・市町村の地域分析に資するようなデータ（地域差に関するデータを含む。）を提
供することとしてはどうか。(資料２ P.４論点 【後掲】) 
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○ 市町村及び都道府県が介護保険事業（支援）計画を策定する際には、上記により国から提供された
データを利用して地域課題を分析するよう努めることとするとともに、都道府県においては、市町村
が行う地域課題の分析を支援するよう努めることとしてはどうか。なお、こうした分析が円滑にでき
るよう、国はガイドラインの策定等による支援を実施してはどうか。 

 
○ 市町村の介護保険事業計画に、地域の実情に応じて、高齢者の自立支援と介護の重度化防止に向け
た具体的な取組内容及びその目標を記載することとしてはどうか。 

 
○ 都道府県については、介護保険法において「介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、
必要な助言及び適切な援助をしなければならない」とされているところ、高齢者の自立支援と介護の
重度化防止に向けて、都道府県が実施に努めるべき具体的な保険者支援について、法律上明確化して
はどうか。さらに、都道府県の介護保険事業支援計画に、市町村が行う高齢者の自立支援と介護の重
度化防止に向けた取組に係る支援の具体的な内容及びその目標を記載することとしてはどうか。 

 
○ 上記の取組に関する事項をはじめとして、地域マネジメントによる地域包括ケアシステムの深化が
着実に進むよう、取組のアウトカム指標やアウトプット指標（プロセス指標）を国が設定し、ＰＤＣ
Ａの一環として、市町村及び都道府県が自己評価するとともに、国に報告してもらう仕組みとしては
どうか。 
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○ アウトカム指標については、例えば、要介護状態等の維持・改善の度合い、健康な高齢者の増加な
ど、保険者の取組の成果を反映する指標を設定してはどうか。なお、その際、要介護認定等が過度に
抑制されることの無いよう留意する必要がある。また、アウトプット指標については、例えば、地域
包括ケア「見える化」システムの活用状況も含む地域分析の実施状況、地域ケア会議の実施状況、生
活支援コーディネーターの活動状況、地域包括支援センターにおけるケアマネジメント支援等の実施
状況、介護予防の取組の状況等を指標とする方向で検討してはどうか。 

 
○ 都道府県及び市町村に対する取組のインセンティブとして、上記の評価については各市町村、都道
府県毎に、住民も含めて公開することとし、成果を他の地域と比較することによりＰＤＣＡサイクル
に活用してはどうか。 

 
○ さらに、財政面においても、市町村や都道府県に対するインセンティブ付けについて検討していく
べきではないか。 
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介護保険制度における市町村及び都道府県の役割 

介護保険法（平成９年法律第123号） 
（国及び地方公共団体の責務）  
第五条 （略） 
２  都道府県は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助言及び適切な援助をしなければならない。  
３  国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと
ができるよう、保険給付に係る保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護
状態等の軽減若しくは悪化の防止のための施策並びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を、医療及び居住
に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努めなければならない。  

 介護保険制度では、市町村を保険者としつつ、国、都道府県等が、役割に応じて市町村を重層的に支える仕
組みとなっている。 

○ 介護保険制度創設時に、介護サービスの地域性や市町村の老人福祉や老人保健事業の実績、地方分権
等の流れを踏まえ、国民に最も身近な行政単位として、介護保険の保険者とされた。 
○ ３年を一期として介護保険事業計画を策定し、サービスの見込み量の推計等を行うとともに、保険料を設定。 

市町村の役割 

○ 介護保険法第５条において、「介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助言及び適
切な援助をしなければならない」とされており、介護保険事業の保険給付の円滑な実施の支援のための介護
保険事業支援計画を策定 
○ その他、財政安定化基金の設置、報告徴収の実施、事業者の指定、費用負担等、給付と負担の両面にお
いて役割を担っている。 

 

都道府県の役割 
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先進地からの講師派遣・研修 

県のリーダーシップ 

（例）要介護認定率の比較分析 

8

12

16

全国 和光市 大分県 

全国展開のポイント 
 

例）和光市 

地域のニーズ把握 

全国展開に向けた取組 

介護予防への重点的な取組によ
り、要支援者の状態が改善 

保険者主導の多職種連携 

ケアマネジャー、PT、OT、管理栄養
士等の多職種が集まり、個別のケ
アプランを地域ケア会議で検討、
等々 

市町村による取組の好事例 

       

例）大分県  

都道府県による普及展開の好事例 

県の主導により市町村の取組をリード 

専門職能団体等との連携 

ノウハウの共有、人材育成 

専門職能団体等との連携 

住民の意識向上 

保険者のリーダーシップ 

実態把握・分析・課題抽出 

高齢化が進展する中で、高齢者の自立した日常生活の支援、介護予防、要介護状態等の軽減に向けた保険者の取組を一層加速化することが必要 

市町村の保険者機能の抜本強化策について、次
期制度改正に向けて検討するとともに、可能な限
り前倒し 
  

【検討事項の例】 
○要介護度、介護費等の分析と課題抽出 
○具体的な数値目標の設定・達成度の評価 
○市町村の取組へのインセンティブ付け 等 

市
町
村
・都
道
府
県
・国
・民
間
の
協
働
に
よ
り
全
国
展
開
を
推
進 

高齢者の自立支援・介護予防に取り組む先進的な保険者の取組の全国展開 

保険者機能の強化 ～介護予防の横展開～ 

保険者のリーダーシップ 
全
国
展
開
に
向
け
て
必
要
と
な
る
ポ
イ
ン
ト
を
抽
出 

H23 H27 H23 H27 H23 H27 

認定率（％） 

18.0 

10.0 

8.0 

全国平均の認定率は
４年間で上昇してい
るものの、和光市・
大分県は低下 

平成23年 

平成27年 

17.3 
18.0 

9.6 
9.3 

19.6 

18.6 
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保険者機能の強化等による自立支援・介護予防に向けた取組の推進 

 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を維持するため
には、保険者が、地域の課題を分析してサービス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく要介護
状態とならずに自立した生活を送っていただくための取組を進めることが重要 

保険者がこれらを強力に推進できるよう、保険者機能を強化するとともに、都道府県による保険者
支援機能も強化する。 

基本コンセプト 

好事例から示唆される地域マネジメント推進のイメージ 

データに
基づく 
地域課題
の分析 

地域マネジメン
トに係る取組内
容・目標の計画

への記載 

保険者機能の発揮・向上（取組内容） 
 

 ・ケアマネジメント支援の充実によるケアの   
質の向上 

 ・介護予防の取組 
 ・ニーズに応じた効率的なサービス提供 
                        等 

適切な指標
による実績

評価 

財政的インセン
ティブの付与 
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 平成27年夏に1.0次リリースした後も、継続的に情報の充実・機能強化を行う。 
 1.0次リリースについては、3段階に分けてリリースする予定であり、「現状分析」と「施策検討」の機能を優先する。 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 

地域包括ケア 
「見える化」システ
ムの開発 

1次 1次 設計・開発 

2次 設計・開発 

1次 順次運用 

2次 運用 2次 

3次 設計・開発 3次 運用 3次 

機能 1次リリース 2次リリース 3次リリース 

「現状分析」 1次 1.3次 1.5次 

現状分析・課題抽出に有効な指標群の閲覧・データ取得機能 ○ ● ● ● ● 

提供される指標群の解釈・課題抽出のポイント等の助言閲覧機能 ○ ● ● ● ● 

提供される指標群のデータのExcelファイルへの出力・グラフ画像保存 ○ 

日常よく活用する指標群等を保存しておく機能 ○ 

介護サービス事業所、医療機関等の地域資源の位置情報・基本情報の閲覧機能 ○ ● ● 

提供される情報に関するGIS・グラフ等による直感的な分析機能 ○ ● ● ● 

日常生活圏域の設定・日常生活圏域単位の指標群の閲覧 ○ ● 

「取組事例」 

先進都道府県・市町村の取組事例、ベストプラクティス事例等の検索・閲覧 ○ ● ● ● ● 

「実行管理」 ※自治体ユーザのみ利用可能 

計画値と実績値の乖離状況の管理、地域間比較等の分析機能 ○ 

「将来推計」 ※自治体ユーザのみ利用可能 

介護サービス見込み量、介護保険料等の将来推計機能 ○ ● 

将来推計の考え方、適切に推計するための留意点等の助言閲覧 ○ 

○：初回リリース  ●：機能の拡充及び情報量の充実  

★1次 ★1.3
次 

★1.5
次 

リリース時期： 

★ 

★ 

地域包括ケア「見える化」システムの開発スケジュール 
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1.3次リリースまで 
1.5次リリース 

（平成28年２月26日） 
２次リリース 
（平成28年７月） 

３次リリース 
（平成29年３月目途） 

「見える
化」シス
テムの搭
載内容 

• 人口推移、高齢化
率、独居世帯数等
の基礎データ 

• 認定率 
• １人当たり給付費等 

• 受給率 
• 受給者１人あたり給

付費、利用回数 
• 後期高齢者１人当

たり医療費 
• 受療率   等 

• 年齢調整済認定率（重度・
軽度別） 

• 年齢調整済１人当たり給付
費（サービス別） 

• 認定者１人当たり定員（施
設等）   等 

• 居宅サービス単位数分
布     

• 定員（サービス別） 等 
 

把握、分
析が可
能となる
事項 

・地域をとりまく現状（平成26年10月～） 
・人口構成の違いを除外した要介護度別の認定率が高いかどうか（平成28年７月～） 
・人口構成の違いを除外した１人当たり給付費が高いかどうか（平成28年７月～） 
・受給者の単価やサービスの利用頻度が高いかどうか（平成28年２月～） 
・施設サービスと在宅サービスのバランスに大きく偏りがないかどうか（平成28年７月～） 
・在宅サービスの種類別の利用割合に偏りがないかどうか（平成28年７月～） 
・医療費等との関係はどうか（平成28年２月～）   等 

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 

国 

▲「見える化」 
 1.5次リリース 

▲「見える化」 
 ２次リリース 

▲「見える化」３次リリース 

△第７期計画策定に関する 
 基本的考え方の提示 

△第７期計画策定に 
 関する基本指針案の提示 

市
町
村
等 

「見える化」システムの利用を
含む分析、実態調査 等 

実態調査  
第７期計画策定に向けた検討等 

第７期計画 
スタート 

地域包括ケア「見える化」システムのリリースと市町村等による利活用スケジュール 

10 



第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項 

一 地域包括ケアシステムの基本的理念 
 
 
 
二 認知症施策の推進     三 二千二十五年を見据えた地域包括ケアシステムの構築に向けた目標 
四 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくり     五 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上 
六 介護サービス情報の公表     七 介護給付の適正化     八 市町村相互間の連携及び市町村と都道府県との間の連携 

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項 

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項 

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化 

２ 平成三十七年度の推計及び第六期の目標 

３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備 

４ 要介護者等地域の実態の把握     ５ 日常生活圏域の設定 

６ 他の計画との関係             ７ その他 

前文 

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 

１ 日常生活圏域 

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み 

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項 

１ 地域包括ケアシステム構築のため重点的に取り組むことが必要な事項 

 

 

 

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策 

３ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策 

４ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に関する事項 

５ 地域包括支援センター及び生活支援・介護予防サービスの情報公表に関する事項 

６ 市町村独自事業に関する事項 

７ 介護給付の適正化に関する事項 

８ 療養病床の円滑な転換を図るための事業に関する事項 

第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項 

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する基本的事項 

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化 

２ 平成三十七年度の推計及び第六期の目標 

３ 都道府県介護保険事業支援計画の作成のための体制の整備 

４ 要介護者等の実態把握     ５ 老人福祉圏域の設定 

６ 他の計画との関係         ７ その他 

二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載事項 

１ 老人福祉圏域 

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

３ 老人福祉圏域を単位とする広域的調整 

４ 市町村介護保険事業計画との整合性の確保 

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項 

１ 地域包括ケアシステム構築のための支援に関する事項 

 

 

 

２ 介護給付等対象サービスを提供するための施設における生活環境の改善を図るための事業に

関する事項 

３ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上に資する事業に関する事項 

４ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業に関する事項 

５ 介護サービス情報の公表に関する事項  

６ 介護給付の適正化に関する事項 

７ 療養病床の円滑な転換を図るための事業に関する事項 

第四 指針の見直し 

１ 介護給付等対象サービスの充実・強化     ２ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備 

３ 介護予防の推進     ４ 日常生活を支援する体制の整備     ５ 高齢者の住まいの安定的な確保 

別表 

（一）在宅医療・介護連携の推進    （二）認知症施策の推進 

（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 

（四）高齢者の居住安定に係る施策との連携 

（一）在宅医療・介護連携の推進    （二）認知症施策の推進 
（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 
（四）介護予防の推進    （五）高齢者の居住安定に係る施策との連携 

第６期 介護保険事業（支援）計画 基本指針の構成 
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（参考）医療計画のスケジュール 

○ 大阪府の要介護認定率、介護費が高くなっている原因を明らかにし、その対応策を検討するため、 
 本年7月、大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会の下に、『専門部会』を設置。今年度中にとりまとめ 
 を行う。（とりまとめ結果は、来年度策定予定の「第７期大阪府高齢者計画」にも適宜反映。） 

氏名 職名 備考 

 川井 太加子  桃山学院大学 社会学部教授  計推審委員 

 黒田 研二  関西大学 人間健康学部教授  計推審委員 

 佐野 洋史  滋賀大学 経済学部准教授   

 筒井 孝子  兵庫県立大学 大学院経営研究科教授   

 秦 康宏  大阪人間科学大学 人間科学部准教授  計推審委員 

オブザーバー     

 近藤 克則  千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部教授   

副座長 

座長 

大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会『専門部会』 

第5期高齢者計画 
 2012（H24）  

～2014 

2025（H37) 

第９期計画 
 2024 

 ～2026 

第８期計画 
 2021 

 ～2023 

2015（H27) 

第７期計画 
 2018（H30) 

 ～2020 

 第６期計画 
  2015（H27） 
  ~2017 

次期医療計画 
    2018（H30) ～2023 

現行の医療計画 
 2013～2017 

     地域医療ビジョン（2025年まで） 

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に 

2018（H30) 

6年に1度の診療報酬・ 
介護報酬の同時改定 

大阪市、堺市、池田市、八
尾市、寝屋川市、 
河内長野市、箕面市、 
羽曳野市、泉南市、 
岬町、太子町も参加。 

2017 
(H29) 

次
期
計
画
策
定 

大阪府の取組例 
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